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国
債
残
高
累
増
の
実
態

　

わ
が
国
の
毎
年
の
国
債
発
行
額
は
年
々

増
加
し
、
18
年
度
に
は
実
に
約
1
5
0
兆

円
の
国
債
を
財
務
省
理
財
局
が
発
行
し
て

市
場
か
ら
資
金
を
調
達
し
、
財
政
運
営
を

回
し
て
い
る
。
毎
年
の
国
債
発
行
額
が
な

ぜ
こ
れ
ほ
ど
ま
で
に
増
え
て
し
ま
っ
た
の

か
を
、国
債
の
内
訳
別
に
見
て
み
よ
う（
図

表
1
）。

　

わ
が
国
で
は
財
政
破
綻
を
経
験
し
た
第

2
次
大
戦
後
か
ら
、
前
回
の
東
京
五
輪
が

開
催
さ
れ
た
1
9
6
4
年
度
ま
で
は
、
収

支
均
衡
予
算
で
財
政
運
営
が
行
わ
れ
て
お

り
、
建
設
国
債
（
発
行
根
拠
は
財
政
法
第

4
条
1

で
「
4
条
債
」
と
も
呼
ば
れ
る
）

の
発
行
が
開
始
さ
れ
た
の
は
66
年
度
か
ら

で
あ
る
。
こ
の
と
き
か
ら
、
建
設
国
債
の

見
合
い
資
産
と
な
る
道
路
や
橋き

ょ
う
り
ょ
う梁

な
ど

の
耐
久
性
を
勘
案
し
、
そ
の
負
担
は
必
ず

し
も
国
債
発
行
時
の
世
代
の
み
で
負
担
し

な
く
て
も
よ
い
の
で
は
な
い
か
と
の
考
え

方
に
立
ち
、国
債
の
「
60
年
償
還
ル
ー
ル
」

が
導
入
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
実
際
に
は
図

表
2
の
よ
う
な
方
法
で
、
徐
々
に
元
本
の

金
額
を
減
ら
し
つ
つ
借
換
債
の
発
行
を
繰

り
返
し
、
最
終
的
に
は
60
年
を
か
け
て
全

額
を
現
金
償
還
で
き
る
よ
う
に
し
よ
う
と

す
る
も
の
で
あ
る
。

　

建
設
国
債
の
よ
う
な
見
合
い
資
産
が
な

く
、
歳
入
不
足
を
補
う
た
め
に
発
行
さ
れ

る
赤
字
国
債
（
財
政
法
に
は
規
程
が
な
い

た
め
、
特
例
法
を
発
行
根
拠
と
し
、「
特

例
債
」
と
も
呼
ば
れ
る
）
の
発
行
が
開
始

さ
れ
た
の
は
75
年
度
か
ら
で
、
当
初
は
満

期
到
来
時
に
全
額
現
金
償
還
が
行
わ
れ
て

い
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
85
年
度
か
ら
は
、

合
理
的
な
理
由
の
な
い
ま
ま
、「
な
し
崩

し
」
的
に
赤
字
国
債
に
も
「
60
年
償
還
ル

ー
ル
」
が
適
用
さ
れ
る
に
至
っ
た
。
こ
れ

が
そ
の
後
の
赤
字
国
債
や
借
換
債
の
発
行

急
増
を
促
し
、
国
債
残
高
の
膨
張
を
招
来

す
る
大
き
な
要
因
と
な
っ
た
。

　

国
の
こ
う
し
た
起
債
運
営
は
、
国
際
的

に
み
れ
ば
か
な
り
異
例
の
も
の
と
な
っ
て

い
る
。
主
要
国
が
毎
年
、
ど
れ
ほ
ど
の
規

財
政
運
営
と
債
務
返
済
の
在
り
方

「
60
年
償
還
ル
ー
ル
」抜
本
的
見
直
し
を

日
本
総
合
研
究
所
上
席
主
任
研
究
員

河
村
小
百
合

解 説

　
2
0
1
9
年
度
の
予
算
編
成
が
大
詰
め
を
迎
え
て
い
る
。
来
年
10
月
の
消
費
税
率
再
引
き
上
げ
を
控
え
、
安
倍
政
権
と

世
間
の
関
心
は
も
っ
ぱ
ら
景
気
対
策
ば
か
り
と
い
う
状
況
下
、
国
の
一
般
会
計
は
当
初
予
算
と
し
て
は
初
め
て
1
0
0
兆

円
の
大
台
を
突
破
す
る
も
よ
う
で
あ
る
。
国
債
お
よ
び
借
入
金
と
い
う
国
の
債
務
残
高
が
す
で
に
1
2
0
0
兆
円
を
超
え

る
と
い
う
深
刻
な
財
政
事
情
に
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
日
銀
が
大
規
模
な
国
債
の
買
い
入
れ
と
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
を

継
続
し
て
い
る
の
を
よ
い
こ
と
に
、
毎
年
度
30
兆
円
以
上
と
い
う
巨
額
の
新
た
な
後
年
度
負
担
を
生
み
出
す
財
政
運
営
を

見
直
そ
う
と
い
う
機
運
は
乏
し
い
。
は
る
か
に
前
向
き
に
財
政
健
全
化
に
取
り
組
む
諸
外
国
は
、
債
務
管
理
を
含
め
ど
の

よ
う
な
政
策
運
営
に
よ
っ
て
財
政
再
建
を
進
め
て
い
る
の
か
。
わ
が
国
に
本
来
、
求
め
ら
れ
る
政
策
運
営
は
ど
の
よ
う
な

も
の
な
の
か
。

か
わ
む
ら
・
さ
ゆ
り　
88
年
3
月
京

大
法
卒
、14
年
7
月
か
ら
現
職
。09
年

か
ら
国
税
審
議
会
委
員
、11
年
か
ら

社
会
保
障
審
議
会
委
員
、15
年
か
ら

行
政
改
革
推
進
会
議
民
間
議
員
を
そ

れ
ぞ
れ
務
め
る
。
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模
の
国
債
を
発
行
し
な
け
れ
ば
財
政

運
営
を
継
続
で
き
な
い
状
況
に
置
か

れ
て
い
る
の
か
を
示
す
、
グ
ロ
ス
所

要
資
金
調
達
額
の
規
模
（
対
名
目

G
D
P
〈
国
内
総
生
産
〉
比
率
）
を

見
る
と
（
図
表
3
）、
わ
が
国
は

2
0
1
8
年
に
は
約
41
％
（
国
際
通

貨
基
金
〈
I
M
F
〉
見
込
み
ベ
ー
ス
。

財
務
省
の
同
年
度
当
初
の
国
債
発
行

計
画
総
額
約
1
5
0
兆
円
が
こ
れ
に

相
当
）
と
、
欧
州
の
重
債
務
国
を
含

む
主
要
諸
外
国
を
大
き
く
上
回
る
水

準
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
今
後

国
内
外
の
経
済
・
金
融
情
勢
な
ど
に

変
化
が
生
じ
、
従
来
通
り
の
国
債
の

発
行
・
消
化
が
難
し
く
な
っ
た
場
合
、

財
政
運
営
上
生
じ
る
資
金
シ
ョ
ー
ト

の
穴
の
大
き
さ
が
極
め
て
大
き
く
な

る
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。

減
債
制
度
と
償
還
の
実
際

　

で
は
、
わ
が
国
で
は
そ
も
そ
も
、

ど
の
よ
う
な
方
法
で
、
一
度
発
行
し

た
国
債
の
償
還
が
行
わ
れ
て
い
る
の

か
。
国
債
の
償
還
は
一
般
会
計
と
は

別
に
、
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
で

一
元
的
に
管
理
さ
れ
、
わ
が
国
の
減

債
制
度
上
、①
「
60
年
償
還
ル
ー
ル
」

に
の
っ
と
っ
た
「
定
率
繰
り
入
れ
」

②
一
般
会
計
に
決
算
剰
余
金
が
発
生
し
た

場
合
、
そ
の
少
な
く
と
も
半
分
以
上
を
債

務
償
還
に
繰
り
入
れ
る
「
剰
余
金
繰
り
入

れ
」
③
そ
れ
以
外
の
「
予
算
繰
り
入
れ
」

─
と
い
う
三
つ
の
償
還
原
資
の
捻
出
方
法

が
存
在
し
、
そ
れ
ぞ
れ
、
①
と
③
は
特
別

会
計
に
関
す
る
法
律
第
42
条
、
②
は
財
政

法
第
6
条
に
そ
の
規
定
が
あ
る
。

　

こ
う
し
た
減
債
制
度
の
下
、
国
債
の
償

還
は
毎
年
度
粛
々
と
行
わ
れ
て
い
る
。
国

債
残
高
の
累
増
を
映
じ
て
、
債
務
償
還
費

の
総
額
は
足
元
の
18
年
度
（
当
初
予
算
ベ

ー
ス
）
で
14
兆
円
強
に
達
す
る
が
、
新
規

国
債
発
行
額
に
相
当
す
る「
公
債
金
収
入
」

が
約
33
・
7
兆
円
と
見
込
ま
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
す
る
と
、
債
務
償
還
費
は
公
債
金

収
入
額
を
約
20
兆
円
下
回
る
。
こ
れ
は
、

わ
が
国
の
本
年
度
の
財
政
運
営
の
結
果
、

国
債
残
高
を
債
務
償
還
分
を
差
し
引
い
た

ネ
ッ
ト
ベ
ー
ス
で
、
20
兆
円
超
を
積
み
増

し
て
し
ま
う
こ
と
を
意
味
す
る
。
そ
し
て
、

満
期
が
到
来
し
た
国
債
の
う
ち
、
現
金
償

還
さ
れ
な
か
っ
た
部
分
は
借
換
債
を
発
行

し
て
、
再
度
、
資
金
調
達
が
行
わ
れ
る
こ

と
に
な
る
。
ち
な
み
に
、
こ
れ
ほ
ど
の
国

債
残
高
を
抱
え
な
が
ら
、
同
年
度
の
利
払

費
は
、
日
銀
の
大
規
模
な
金
融
緩
和
政
策

の
影
響
か
ら
約
9
兆
円
で
す
む
こ
と
が
見

込
ま
れ
、
こ
れ
が
予
算
編
成
上
の
財
政
制

約
や
財
政
規
律
を
緩
め
る
方
向

に
強
く
作
用
し
て
い
る
こ
と
は

間
違
い
な
か
ろ
う
。

　

債
務
償
還
費
を
、
前
節
で
挙

げ
た
3
種
類
の
償
還
原
資
別
に

見
る
と
、
定
率
繰
り
入
れ
の
ウ

エ
ー
ト
が
最
も
高
く
、
最
近
の

年
度
で
は
12
兆
〜
13
兆
円
規
模

で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
決
算

剰
余
金
は
7
0
0
0
億
〜

9
0
0
0
億
円
程
度
の
年
度
も

あ
る
が
、
直
近
の
15
、
16
年
度

は
わ
ず
か
1
0
0
0
億
円
台
に

と
ど
ま
る
。
そ
の
他
（
予
算
繰

り
入
れ
）
は
多
く
て
も
1
兆
数

千
億
円
程
度
と
、
そ
れ
ぞ
れ
定

率
繰
り
入
れ
の
数
％
程
度
か
ら

多
く
て
1
割
強
程
度
の
規
模
に

と
ど
ま
っ
て
い
る
。

　

2
0
0
0
年
度
以
降
に
つ
い

て
一
般
会
計
決
算
の
状
況
と
償

還
財
源
へ
の
剰
余
金
繰
り
入
れ

状
況
を
見
る
と
（
図
表
4
）、

財
政
法
上
の
規
定
通
り
に
、
剰

余
金
の
半
額
を
償
還
財
源
に
繰

り
入
れ
て
い
る
年
度
が
多
い
。

中
に
は
、
04
、
05
年
度
決
算
分

の
剰
余
金
の
よ
う
に
、
一
般
財

源
に
は
一
切
充
当
せ
ず
、
そ
の
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（出所）財務省理財局 『債務管理リポート2018　国の債務管理と公的債務の現状』2018年を基に日本総合研究所作成。
（原資料注１）国債発行額は収入金ベース、2016年度までは実績、2017年度は3次補正後、2018年度は当初予算ベース。
（注）臨時特別公債（1990年度発行）、減税特例公債（1994～96年度発行）、震災特例公債（1994年度発行）は含まず。

〈図表1〉わが国の普通国債の発行額等の推移

（1）財政法第４条第１項は、「国の歳出は原則として公債（国債）又は借入金以外の歳入をもって賄うこと」と規定。一方で、ただし書きにより「公共事業費、
出資金及び貸付金の財源については、例外的に国債の発行又は借入金により調達すること」を認めている。
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全
額
を
国

債
の
償
還

財
源
に
繰

り
入
れ
て

い
る
年
度

が
あ
る
一

方

で
、

2
0
0
0
、

02
、
10
年

度
の
よ
う

に
、
剰
余

金
を
償
還

財
源
に
は

一
切
充
当

せ
ず
、
全

額
を
一
般

財
源
に
使

っ
て
し
ま

っ
た
年
度

も
み
ら
れ

る
。
ち
な

み

に
、

1
9
9
0

年
度
ま
で

さ
か
の
ぼ

っ
て
、
そ

れ
以
降

2
0
1
6

年
度
ま
で

の
決
算
剰
余

金
か
ら
国
債

償
還
財
源
に

繰
り
入
れ
た

額
を
累
計
し

て
も
9
兆
円

弱
、
一
般
財

源
に
繰
り
入

れ
て
し
ま
っ

た
額
を
合
計

し
て
も
22
兆

円
弱
に
し
か

な
ら
な
い
。

決
算
剰
余
金

を
丸
ご
と
償
還
財
源
に
充
当
す
る
程
度
で

は
、
国
債
残
高
を
抑
制
す
る
に
は
遠
く
及

ば
な
い
こ
と
が
見
て
と
れ
よ
う
。

主
要
諸
外
国
の
債
務
管
理
と
財
政
運
営

　

で
は
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
や
欧
州

債
務
危
機
を
経
験
し
つ
つ
も
、
わ
が
国
よ

り
も
は
る
か
に
健
全
な
財
政
運
営
を
行
っ

て
い
る
欧
米
主
要
国
で
は
、
ど
の
よ
う
な

財
政
運
営
と
債
務
管
理
を
行
っ
て
い
る
の

か
。

　

米
独
仏
英
の
主
要
4
カ
国
に
関
し
て
は
、

減
債
基
金
制
度
を
そ
も
そ
も
有
し
な
い
か
、

か
つ
て
存
在
し
て
い
た
と
し
て
も
、
現
在

は
そ
れ
を
も
は
や
機
能
さ
せ
て
は
い
な
い
。

ま
た
、
こ
れ
ら
の
国
々
に
は
、
わ
が
国
の

「
60
年
償
還
」
の
よ
う
な
償
還
ル
ー
ル
は

存
在
し
な
い
。
そ
れ
に
限
ら
ず
、
オ
ー
ス

ト
ラ
リ
ア
や
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
債
務

管
理
当
局
に
照
会
し
て
も
、
国
債
の
償
還

ル
ー
ル
は
一
切
存
在
し
な
い
、
と
の
回
答

が
得
ら
れ
た
。
2
0
0
2
年
の
も
の
で
は

あ
る
が
、
I
M
F
お
よ
び
世
界
銀
行
が
実

施
し
た
先
進
国
の
み
な
ら
ず
新
興
国
を
も

含
む
18
カ
国
の
公
債
管
理
制
度
・
運
営
の

詳
細
な
サ
ー
ベ
イ
結
果
を
見
て
も
、
わ
が

国
以
外
に
、
何
ら
か
の
償
還
ル
ー
ル
が
存

在
し
て
い
る
国
は
認
め
ら
れ
な
い
。

　

米
独
仏
英
の
主
要
4
カ
国
に
お
い
て
は
、

国
庫
収
支
に
剰
余
金
が
生
じ
た
場
合
に
は
、

（出版）財務省理財局『債務管理リポート2018　国の債務管理と公的債務の現状』2018年、図2-17、p65．

〈図表2〉わが国の借換債による公債償還の仕組み＜60年償還ルール＞

借換債

【償還財源に充てるため特別会計の公債金収入に計上】

10年ごとの
借換債発行額

償還額
建設・特例国債

現金
償還公

債
発
行
額

償
還
額

・

建
設

特
例
国
債

600
発行

借換債

600

500

500

400

400

300
300

200

200

100
100

残高

定率繰入額

不足額

10年後 ２0年後 ３0年後 ４0年後 50年後 60年後
600 500 400 300 200 100 0

2～11年後
600×1.6％
×10＝96

12～21年後
500×1.6％
×10＝80

22～31年後
400×1.6％
×10＝64

32～41年後
300×1.6％
×10＝48

42～51年後
200×1.6％
×10＝32

52～61年後
100×1.6％
×10＝16

4 20 36 52 68 84

計 336
計 264

（出所）IMF, Fiscal Monitor, April 2018を基に日本総研作成。
（原資料）Bloomberg Finance L.P., およびIMFスタッフによ
る推計・予測値。
（注）財政収支赤字幅の「▲」は財政収支が黒字であることを示
　　す。

〈図表3〉主要先進国の一般政府債務残高とグロ
　　　ス所要資金調達額（2018年4月公表時点
　　　における、IMFによる2018年見通し、対
　　　名目GDP比）

日本

米国

英国

ドイツ

フランス

イタリア

37.2

18.7

6.7

5.0

10.4

20.6

3.4

5.3

1.8

▲1.5

2.4

1.6

40.7

24.0

8.5

3.5

12.8

22.2

グロス所要資金調達額

満期負債
財政収支
赤字幅

（％）
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全
額
、
債
務
償
還
に
充
当
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
多
い
。

　

ま
た
、
米
英
仏
3
カ
国
の
よ
う
に
、
国

債
発
行
を
毎
年
度
の
予
算
編
成
か
ら
切
り

離
し
、
歳
入
欠
陥
の
見
込
み
額
を
す
べ
て

国
債
発
行
で
調
達
せ
ず
、
そ
の
後
の
国
庫

収
支
の
進し

ん
ち
ょ
く捗

の
実
績
に
応
じ
て
、
毎
年
度

の
国
債
の
発
行
額
を
少
し
で
も
減
ら
し
、

ま
た
、
金
利
条
件
な
ど
も
含
め
て
、
少
し

で
も
有
利
に
発
行
で
き
る
よ
う
な
枠
組
み

を
整
え
て
い
る
ケ
ー
ス
も
見
ら
れ
る
。

「
借
換
債
」
に
つ
い
て
は
、「
新
規
財
源

債
」
と
明
確
に
区
別
し
て
発
行
し
て
い
る

国
は
、
わ
が
国
以
外
に
は
あ
ま
り
認
め
ら

れ
な
い
。
各
国
と

も
一
定
の
借
換
債

は
発
行
し
て
い
る

も
の
の
、
そ
の
規

模
は
わ
が
国
を
大

き
く
下
回
っ
て
い

る
。

　

こ
の
よ
う
に
見

る
と
、
わ
が
国
の

よ
う
に
事
細
か
に

減
債
制
度
や
償
還

ル
ー
ル
を
整
え
な

く
と
も
、
こ
れ
ら

の
主
要
諸
外
国
に

お
い
て
は
、
わ
が

国
よ
り
は
は
る
か

に
厳
し
い
財
政
運

営
上
の
目
標
を
掲

げ
て
（
図
表
5
）、

財
政
運
営
全
体
と

し
て
の
規
律
付
け

が
行
わ
れ
て
い
る
。

そ
し
て
、

公
債
制

度
は
む

し
ろ
運

営
上
柔

軟
な
設

計
と
す

る
こ
と

で
、
結

果
的
に

は
、
国

債
の
発

行
額
は

必
要
最

小
限
に

と
ど
め
、

わ
が
国

よ
り
も

は
る
か

に
良
好

な
財
政

運
営
を

達
成
で

き
て
い

る
よ
う

に
見
受

け
ら
れ

る
。毎

年

（資料）参議院予算委員会調査室『財政関係資料集』各年度版。
（注１）2017年度の決算計数は未確定。
（注２）内閣名は各年度に組閣されたもの。丸囲みの数字は第〇次内閣であることを示す。当該年度
分　　　の剰余金の処分は、翌年度の内閣で決定されていることに注意。

〈図表4〉財政法第６条の純剰余金の使用状況の推移
2.5
（兆円）

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
2000

森①　　　
森②

小泉
①

小泉
②

小泉
③

安倍
①

安倍
②

安倍
③

安倍
④

01 02 03 04 05 06 07

福田 麻生 鳩山 菅 野田

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17

（年度）公債等償還財源充当学 一般財源充当額

（出所）財務省『日本の財政関係資料』2018年10月、p45、およびIMF, Fiscal Monitor,October 2018を基に日本総合研究所作成
（注）財政指標は2018年のIMFによる見込み

〈図表5〉主要国が掲げている財政再建目標（2018年時点）

国名 指標 対象 （いつから）いつまで 目標値

　財政指標
（対GDP比、％）

財政収支 プライマリー
・バランス

債務残高

日本

EU

ドイツ

フランス

イタリア

英国

米国

カナダ

プライマリー・バランス
債務残高

財政収支対GDP比

財政収支対GDP比

財政収支対GDP比

財政収支対GDP比

財政収支

構造的財政収支対GDP比

構造的財政収支対GDP比

【債務残高が 60％以下の場合】
構造的財政収支対GDP比

【もしくは、債務残高が 60％超の場合】
構造的財政収支対GDP比

債務残高対GDP比

債務残高対GDP比

債務残高対GDP比

債務残高対GDP比

債務残高対GDP比

債務残高対GDP比

純債務残高対GDP比

【60％を超える場合】
60％超の部分

国・地方
国・地方

連邦政府
一般政府

一般政府
一般政府

一般政府
一般政府

公的部門
公的部門

連邦政府

連邦政府
連邦政府

連邦政府

2025年度まで
2025年度まで

2019年から 2022年まで
2019年

2022年まで

2020年まで

2020年度まで
2020年度には

2028年度までに
2039年度まで
2029年度以降、2043年度までに
2018年（予算計画）

2020年度までに

黒字化
安定的な引き下げ

均衡

▲0.5％以下

▲1.0％以下
60％以下

3ヶ年平均で年1/20以上削減
均衡を維持
60％以下

黒字化
60％超の部分を3カ年平均で年1/20以
上削減

60％超の部分を3カ年平均で年1/20以
上削減
▲2％以下に削減
減少

▲1.4％に削減
均衡化
40％まで削減
均衡化

2015年度（31.0％）よりも削減

均衡化

▲3.7

+1.5

▲2.6

▲1.7

▲2.0

▲4.7

▲1.2

+2.2

▲0.9

+1.8

▲0.3

▲2.9

▲0.9

59.8

96.7

130.3

87.4

106.1

87.3

+1.0
（ユーロ圏）

　84.4
（ユーロ圏）

▲0.6
（ユーロ圏）

▲3.3 238.2
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の
フ
ロ
ー
の
財
政
運
営
の
目
標

と
し
て
、
他
の
主
要
国
が
軒
並

み
、
利
払
費
も
含
む
財
政
収
支

を
掲
げ
て
い
る
の
に
対
し
、
わ

が
国
の
場
合
は
利
払
費
を
含
ま

な
い
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス

（
基
礎
的
財
政
収
支
）
に
と
ど

ま
り
、
し
か
も
そ
の
達
成
目
標

は
再
三
、
後
倒
し
に
さ
れ
る
と

い
う
お
粗
末
な
状
況
に
あ
る
。

そ
う
し
た
わ
が
国
の
財
政
運
営

の
実
情
を
見
る
と
（
図
表
6
）、

現
在
は
、
税
収
で
政
策
的
経
費

す
ら
賄
え
て
い
な
い
状
態
（
一

番
左
の
図
）
の
た
め
、
債
務
償

還
費
は
新
た
な
借
金
で
あ
る
新

規
国
債
発
行
額
で
調
達
し
て
い

る
と
い
う
「
自
転
車
操
業
」
状

態
に
あ
る
。
一
方
、
そ
の
右
の

「
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
」

均
衡
に
ま
で
改
善
す
れ
ば
（
現

在
の
わ
が
国
が
25
年
度
時
点
に

達
成
す
る
こ
と
に
し
て
い
る
目

標
）、
税
収
で
政
策
的
経
費
の

全
額
が
賄
え
る
よ
う
に
は
な
る

も
の
の
、
利
払
費
と
債
務
償
還

費
は
な
お
、
新
た
な
借
金
（
新

規
国
債
）
に
よ
っ
て
調
達
せ
ざ

る
を
得
な
い
。
そ
の
よ
う
な
状

況
が
さ
ら
に
改
善
し
て
、
税
収
で
政
策
的

経
費
に
加
え
、
利
払
費
ま
で
賄
え
る
よ
う

に
な
っ
た
状
況
を
表
す
の
が
左
か
ら
3
番

目
の
図
（
財
政
収
支
均
衡
）
で
あ
る
。
欧

州
で
財
政
健
全
化
の
遅
れ
を
指
摘
さ
れ
る

イ
タ
リ
ア
で
は
、
こ
の
財
政
収
支
均
衡
に

は
ま
だ
届
か
な
い
が
、
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ

ラ
ン
ス
は
す
で
に
一
定
の
黒
字
を
計
上
し

て
い
る
。
ユ
ー
ロ
圏
全
体
（
19
カ
国
）
で

見
て
も
し
か
り
で
あ
る
。
一
番
右
の
図
は
、

財
政
収
支
が
相
当
な
幅
の
黒
字
を
計
上
し
、

換
言
す
れ
ば
税
収
で
政
策
的
経
費
、
利
払

費
に
加
え
、
債
務
償
還
費
ま
で
賄
え
て
お

り
、
債
務
残
高
を
削
減
で
き
て
い
る
状
態

を
示
す
。
ド
イ
ツ
は
今
ま
さ
に
こ
の
状
態

に
達
し
て
い
る
。
わ
が
国
と
他
の
主
要
国

と
の
間
で
、
財
政
再
建
へ
の
取
り
組
み
姿

勢
と
実
績
に
は
、
す
で
に
相
当
に
大
き
な

差
が
つ
い
て
い
る
様
子
が
見
て
と
れ
よ
う
。

財
政
再
建
に
向
け
て
の
必
要
条
件

　

こ
の
よ
う
に
見
る
と
、
わ
が
国
の
場
合
、

国
債
の
償
還
に
際
し
て
、
減
債
基
金
制
度

や
「
60
年
償
還
ル
ー
ル
」
を
設
け
る
こ
と

が
、
国
債
残
高
の
増
嵩
を
抑
制
す
る
ど
こ

ろ
か
、
か
え
っ
て
マ
イ
ナ
ス
に
作
用
す
る

結
果
と
な
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
こ
と
は
明

ら
か
だ
ろ
う
。
現
在
は
日
銀
の
大
規
模
緩

和
に
よ
っ
て
こ
う
し
た
財
政
運
営
を
続
け

ら
れ
て
は
い
る
も
の
の
、
日
銀
の
金
融
政

策
運
営
も
決
し
て
持
続
可
能
な
も
の
で
は

な
く
、
こ
う
し
た
財
政
運
営
も
い
ず
れ
大

幅
な
見
直
し
を
迫
ら
れ
る
と
き
が
到
来
す

る
可
能
性
が
高
い
。

　

今
後
は
、
財
政
運
営
全
体
へ
の
規
律
付

け
の
在
り
方
、
具
体
的
な
財
政
目
標
の
設

定
と
、
そ
れ
に
よ
っ
て
毎
年
度
の
予
算
編

成
を
ど
れ
ほ
ど
拘
束
で
き
る
よ
う
に
す
る

か
、
と
い
う
点
と
併
せ
て
、
わ
が
国
の
財

政
運
営
を
長
期
間
に
わ
た
り
左
右
す
る
国

債
の
償
還
ル
ー
ル
を
、
元
本
償
還
の
実
効

性
を
高
め
る
方
向
で
、
抜
本
的
に
見
直
す

こ
と
が
望
ま
れ
る
。「
60
年
」
と
い
う
国

債
の
ル
ー
ル
上
の
償
還
年
数
は
、
建
設
国

債
と
赤
字
国
債
そ
れ
ぞ
れ
の
性
質
に
応
じ

て
、
短
縮
化
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。
わ
が

国
の
財
政
健
全
化
は
、
も
は
や
成
長
戦
略

の
強
化
に
よ
る
自
然
増
収
頼
み
で
は
立
ち

行
か
な
い
状
態
に
陥
っ
て
い
る
。
今
後
は
、

①
適
切
な
財
政
運
営
目
標
の
設
定
と
償
還

ル
ー
ル
の
抜
本
的
な
見
直
し
に
よ
る
国
債

残
高
の
抑
制
②
政
策
評
価
や
事
業
レ
ビ
ュ

ー
な
ど
の
財
政
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
③
構
造

改
革
（
成
長
戦
略
）
─
の
各
分
野
で
、
財

政
運
営
を
少
し
で
も
持
続
可
能
な
も
の
と

す
る
た
め
、
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
取
り
組

み
を
強
化
す
る
こ
と
が
喫
緊
の
課
題
で
あ

る
。

〈図表6〉プライマリーバランス（基礎的財政収支）と財政収支、新規国債発行額の関係
新規国債発行額

財政の現状 プライマリー・バランス均衡の状態 財政収支均衡の状態 財政収支黒字の状態

財政収支（黒字）

財政収支（均衡）

プライマリーバランス（均衡） プライマリーバランス（黒字）
プライマリーバランス（黒字）新規国債発行額

新規国債発行額

新規国債
発行額

財政収支
（赤字）

財政収支
（赤字）

債務償還費

債務償還費

債務償還費

債務償還費

利払費

利払費

利払費

利払費

プライマリー
・バランス
（赤字）

政策的経費 政策的経費
政策的経費

政策的経費
税収 税収 税収 税収

（出所）財務省『日本の財政関係資料』2018年10月を参考に日本総合研究所作成。
（原資料注）プライマリーバランスを考える際には、厳密には歳入から利子収入を除く必要があるが、ここでは簡単化のため捨象。




